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2022 年 6 月 25 日開催「第 69 回日本小児保健協会学術集会」講演の事後抄録 

 

はじめに 

2018 年 12 月 8 日に成立した「成育過程にある者及びその保護者並びに妊産婦に対し必

要な成育医療等を切れ目なく提供するための施策の総合的な推進に関する法律」（略称：成

育基本法）は、児童福祉法、母子保健法、児童虐待防止法など、これまで個別の法律でバラ

バラに対応されてきた施策を連携させ、子どもたちの健やかな発育発達を妊娠期から切れ

目なくサポートするための包括的な理念法である。 

2021 年 2 月 9日には、具体的な施策の柱となる「成育医療等基本方針」が閣議決定され、

予算措置も含めて具体的な施策が動き出した。性教育を含む健康教育や食育の充実や、母子

保健の強化等のほか、子どもの「防げる死」を防ぐためのデータ活用や、予防接種の推進な

どの様々な展開が大きく期待される。 

さらに、成育基本法には行政組織の見直しも規定されている。本年 6 月 15日に設置法が

成立し、2023 年 4 月に設置される「こども家庭庁」は、成育基本法の附則にある「政府は、

成育医療等の提供に関する施策を総合的に推進するための行政組織の在り方等について検

討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする」

に基づく施策である。 

「こども家庭庁」創設によって目指す目標を端的に言うと、行政の縦割りの弊害を克服し

て、子ども達への切れ目ない支援を実現するとともに、子ども関係予算を倍増させることで

ある。「こども家庭庁」ができることで、これまで各省の予算のシーリングの範囲内で采配

されてきた子ども関係予算をより安定的に確保できるようにして、欧州先進国並みの GDP

比３％程度まで高め、母子保健の更なる充実や専門人材の育成を推進して参りたいと考え

ている。 

本稿では、筆者が超党派議員連盟事務局長として成育基本法の議員立法に当たった経験

と、「こども家庭庁」設置法成立までの取り組みを紹介し、今後の政策を展望する。 

 

成育基本法の成立 

子ども達に必要な医療や福祉の充実を求める「小児保健法」の必要性は 25年以上前から

産婦人科医、小児科医らを中心に主張されていた。平成 18年には日本医師会・乳幼児保健

検討委員会の答申において、あるべき法律の姿が具体的に検討されている。 

政権与党である自民党においては、伝統的、保守的な価値観から、妊娠、出産、性に関す

る知識の普及に慎重な声が非常に強く、議論が進まない状況があったが、2013 年に日本医

師会副会長であった羽生田俊先生が参議院議員に当選し、医学的知見に基づく丁寧な議論

と合意形成にご尽力頂いたことで、2016 年に筆者が国会議員になった段階では超党派の議

員連盟を結成できる環境が整っていた。 

こうした基盤の上に、2018 年 5 月、超党派の議員連盟が設立され、河村建夫会長、羽生

田俊会長代行、秋野公造幹事長のもと、筆者は事務局長を務めることとなった。その後 7回
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の議員総会を重ねた中で特に印象的だったのは、10 代の妊娠では基礎的な性の知識が無い

ための妊娠であるという実態や、21 歳～24 歳の妊婦のうち 3 人に 1 人が中絶しているとい

うデータだ。「望まない妊娠」以前の、「知らないが故の妊娠」であり、性教育の必要性を痛

感した。望まない妊娠は児童虐待にもつながる。こうした議論は、伝統的な価値観の影に隠

れて、これまで議論の俎上に登ることも難しかったが、医療者が中心となり超党派で取組み、

性、生命、家族、社会のあり方に政治が責任を持つことについて、徐々に合意形成できたこ

とは大きな成果である。2018 年 12 月に議員立法で成育基本法が成立し、同法に基づいて

2021 年 2 月に閣議決定された具体的な施策の基本方針でも、性教育や食育の充実、母子保

健の強化等、子どもの死因を分析して再発防止につなげる仕組み（チャイルド・デス・レビ

ュー＝CDR）や、予防接種の推進、学校健診の充実などが規定された。 

 

行政組織の在り方の見直しについて 

成育基本法成立と基本方針策定によってさまざま施策が大きく進展したが、行政組織の

縦割りが大きな課題であった。国の子ども政策の責任者がおらず、各省庁や自治体との連携

も不十分で、制度や所管の谷間が数多く存在していた。 

例えば、幼稚園は文部科学省、保育園は厚生労働省、認定こども園は内閣府と所管が分か

れており、それぞれのニーズに応じて施設類型を選べることは好ましいことであるが、事故

防止など安心安全に係る対策や、小学校入学時点での健康状態など、各省バラバラの対応で

はなく、一貫性が求められる。また、塾や習い事は経済産業省の所管だが、新型コロナの感

染対策や DBS（こどもと日常的に接触のある職につく際、性犯罪等の前歴がないことの証

明を求める仕組み）など、教育・保育現場と足並みを揃えた対応が必要である。こどもに関

するデータも、一元的に把握することで必要な施策が速やかに実施されることに繋がる。 

行政の縦割り解消にむけて、成育基本法の附則に「行政組織の在り方の見直し」が明記さ

れている。2018 年の立法当時から筆者は新たな省庁の必要性を確信していた。その後 2019

年から 2020 年にかけて筆者は厚生労働大臣政務官を拝命し、新型コロナウイルス感染症と

いう未曽有の事態の対処に忙殺されることとなったが、与党議員を主な対象として子ども

たちのための行政組織の見直しに関する理解を広めることは不断に継続した。文科系、厚労

系、行政改革系など大臣経験者も含む自民党内の多くの国会議員に説明・相談に伺う中で、

自殺、待機児童問題、いじめ、児童虐待、親の所得による学力格差など子ども達を巡る今日

の問題が深刻であり、何とかしなければという想いは、誰もが共有していることがわかった。

行政組織の縦割りを乗り越える新たな省庁の創設について、総論では反対する意見はなか

った。また、コロナ対策の中で、妊婦や子どもの視点が抜け落ちていることも実感した。そ

のため、感染の不安に基づく休暇制度の整備（母性健康管理措置）や、妊婦の PCR無償化

に取り組んだほか、子どものいる場所によって所管が異なる（幼稚園・学校＝文部科学省、

保育園＝厚生労働省、認定こども園＝内閣府、塾・習い事＝経済産業省）コロナ対策の整備

にも取り組んだ経験から、「こども家庭庁」の必要性をより一層強く確信した。 



3 

 

 

「こども家庭庁」創設に向けた勉強会の発足と第一次提言取りまとめ 

2021 年 2 月 2日、自民党国会議員有志による「Children First の子ども行政のあり方勉強

会」（以下「勉強会」と呼ぶ）を立ち上げた。志を同じくする山田太郎参議院議員と筆者が

共同事務局をつとめ、木原誠二衆議院議員、牧原秀樹衆議院議員の 2 人を代表世話人とし

て、若手国会議員の呼びかけでスタートした。 

勉強会では、専門家に加えて当事者の声を聞くことをコンセプトに据えて回を重ねた。自

治体として先進的な取り組みを進める首長、産後ケアに取り組む医師や助産師のほか、被虐

待児の主治医、児童虐待サバイバー、保育・学校事故遺族など、当事者の方々からの訴えは

いずれも重要な指摘ばかりで、出席した国会議員からも認識を新たにしたという声がいく

つも寄せられた。私自身も、「子ども」と「家庭」は必ずしもセットではないという虐待サ

バイバーの方のお話や、医療的ケア児がこれまで「障害者」として大人と一括されていて、

通学支援や訪問授業などが不十分で、憲法で保障された子どもの「教育を受ける権利」が実

現されていないという指摘には、大きな示唆を頂いた。 

また、一般の方々からも広く意見を募るため、ウェブを活用して 2021 年 2月に「Children 

First の子ども行政に関する要望アンケート」を実施したところ、2 週間で約 1 万 8,000 人

の方々から 4 万 8,000 件以上の声が寄せられた。回答者の 8 割が女性であり、そのうちで

も 30 代と 20 代が特に多く、これまで政治に声が届きにくかった層からの聴き取りができ

た。そこには、教育費など子育てにかかる負担が大きいという声をはじめ、保育と教育の質、

妊娠・出産への支援、相談窓口が一本化されておらずたらい回しにされる、不妊治療に至る

前に妊娠適齢期などの性教育をして欲しかった等、やり場のない不満、子育て世代に共通す

る具体的かつ切実な声が数多く寄せられた。 

 こうした切実な声に応えるためにも、「こども家庭庁」を創設し、国の府省庁間の縦割り

を打破するとともに、国・都道府県・市区町村の「横割り」、さらには子どもの年齢で所管

が変わる「年代割り」も乗り越えた行政のあり方を実現しなければならないという想いで、

8 回の勉強会を重ね、2021 年 3月 19 日に第一次提言を取りまとめた。第一次提言は、①専

任の所管大臣によって率いられる「こども庁」（当時の標記）の創設、②子ども・子育て関

係支出の対ＧＤＰ比を倍増、③行政の縦割りを克服し府省庁横断の一貫性を確保するため、

「こども庁」には総合調整、政策立案、政策遂行の強い権限をもたせること、以上を柱に、

子どもの医療・保健・療育・福祉・教育を一元的に所管する省庁の創設を求めている。 

 

総理大臣への申入れと、党、政府での検討会議発足へ 

 2021 年 4月 1 日、菅義偉総理大臣（当時）への第一次提言申入れを、総理官邸で行った。

菅総理大臣からは、実現に向けた力強い意思をお示し頂いた上で、まずは党内で議論を進め

るようにと、同日中に総裁直属の検討機関を設置するよう二階俊博幹事長（当時）に指示が

あった。その結果、4 月 13 日に自民党『「こども・若者」輝く未来創造本部』（以下「創造
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本部」と呼ぶ）が立ち上がり、筆者も役員に名を連ねることとなった。 

 さらに、同年 4 月 5 日の参議院予算委員会で質問に立ち、新省庁設置に向けた菅総理大

臣の決意を問い、菅総理大臣から「極めて重く受け止めている。しっかり対応して参りたい」

と答弁頂いた。 

 創造本部での議論と並行して、引き続き勉強会も重ねた。その過程で、現場を知る地方議

会議員を対象とするウェブアンケートも実施し、2021 年 5月 14日から 21日までの 10 日

間で 132 人、112 議会の地方議員から回答が寄せられ、自治体や現場が抱える子ども政策に

ついての実態や問題意識が集約された。そして、創造本部としての意思決定に先だって、

2021 年 5 月 28 日に勉強会の二次提言を取りまとめた。 

 二次提言では、妊娠期の子どもから大人になるまでを対象として、愛育（愛着形成を基盤

にすくすく健やかに育つ）、育成（人格形成・個性の形成でのびのび学び活動する）、成育（自

己表現し、周囲と連携しながらたくましく生きていく力）の 3 つを政策の柱に据えること

を子ども政策のグランドデザインとして描いた。 

 2021 年 6月 3 日には、勉強会の 2 度にわたる提言を踏襲した内容で、党の創造本部から

政府に向けた緊急決議を取りまとめた。決議では「強力な総合調整機能を有する行政組織と

して、こども庁（仮称）を創設する」と、自民党としての公式な文書に初めて新たな省庁の

創設が盛り込まれた。その後、2021 年 6 月 18 日に閣議決定された次年度予算の骨格とな

る「経済財政運営と改革の基本方針」（骨太の方針）にも、新たな行政組織の創設に向けて

早急に検討に着手することが盛り込まれ、政府内に加藤勝信内閣官房長官（当時）をヘッド

とする検討会議が発足した。 

 

自民党総裁選を経て設置法案の成立へ 

 党、政府での検討と並行して、勉強会としてもしっかりと議論を深め、政策をブラッシュ

アップすべく、引き続き有識者からのヒアリングを重ねるとともに、アンケート第三段とし

て、行政の現場を担う地方公務員からの声を募った。７月６日から 8 月２２日の実施期間

中、303 名の都道府県・市区町村職員から回答があり、地方や人口規模は様々であるものの

共通して強く訴えがあったのは、予算と人員の不足であった。また、同内容の事務連絡が複

数の省庁から発出されるなど現場に混乱が生じているとの指摘もあった。 

 また、勉強会に参加登録をしている地方議会議員とのオンラインでの意見交換会も重ね、

長屋光征岐阜県議会議員を代表世話人とする「Children First の子ども行政のあり方勉強会

地方議員連絡会」として国に対して「こども家庭庁」設置を求める要望書を取りまとめるな

ど、政策を前に進める上で大きな後押しとなった。 

 全国知事会においても、三日月大造滋賀県知事をリーダーとする次世代育成支援対策プ

ロジェクトチームがこども行政を一元的に扱う省庁の創設を含む国への提言を取りまとめ

るなど、自治体からの「こども家庭庁」への期待も確実に高まってきた。三日月大造知事に

は、勉強会にも講師として来て頂いた。 
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 2021 年 9 月 3 日、「こども家庭庁」創設に向け多大なご尽力を頂いていた菅義偉総理が

次期自民党総裁選に出馬しない意向を明らかにした。そのため、次期総理・総裁にも「こど

も家庭庁」創設とこども政策の充実を力強く進めて頂きたいという想いから、自民党総裁選

最中の 9 月 22 日、岸田文雄、河野太郎、野田聖子、高市早苗各総裁候補を勉強会に招き、

「こども政策公開討論会」を開催した（高市候補のみビデオ出演）。各候補からそれぞれこ

ども政策への所見を表明頂いたほか、事前に質問項目を伝えてマルバツ回答形式で実施し

た質疑では、「こどもに関する予算、家族関係支出を倍増すべきである」、「こども政策を所

管する専任大臣を置き、強い権限を与えるべきである」、「自民党の地方組織と連携をとって

こども政策を進めていくべきである」に対し、候補者全員がマルと回答した。 

また、平井伸治全国知事会会長からも、「こども家庭庁」創設に向けた力強いメッセージ

を頂いた。全国知事会国民運動本部では、「自民党総裁選立候補者に対する提言」として、

新型コロナウイルス感染症対策や経済対策と並んで「こども家庭庁」創設を求めており、勉

強会を進める上でも大変なお力添えを賜った。さらに、427 名の自民党地方議会議員による

総裁候補への要望もあり、大変有意義な機会となった。 

2021 年 9 月 29 日、岸田文雄自民党新総裁が選出され、10 月 4 日には臨時国会で内閣総

理大臣に指名された。岸田文雄総理は、10月 12 日の衆議院本会議で、「子ども目線に立ち、

縦割りを排した行政を進めていく想いに何ら変わりはない」と、翌年の通常国会への関連法

案提出を念頭に進めていく意向を示した。 

 その後、11 月 29 日には政府内の有識者会議が報告書を取りまとめ、これに基づいて 12

月 21 日に閣議決定された「こども政策の新たな推進体制に関する基本方針」では、「こども

まんなか社会を目指すための新たな司令塔として、こども家庭庁を創設する」と明記された。 

 その後、内閣提出法案として「こども家庭庁設置法案」が国会提出されることとなり、政

府与党一体の原則のもとで自民党『「こども・若者」輝く未来創造本部』においても内容が

練られ、2022 年 2 月 25 日の閣議決定を経て、6 月 15 日、参議院本会議において成立を見

た。また、同時に議員立法によって「こども基本法案」も成立した。内閣提出法案である設

置法が、行政組織の機構や権限、役割等について規定しているのに対し、議員立法である基

本法では、子ども達が日本国憲法および児童の権利条約の精神に則って健やかに成長でき

る政策の推進について理念を示し、法定白書としての「こども大綱」の策定を規定している。 

 

今後の展望 

 設置法では、内閣府の外局としてこども政策を一元的に扱う司令塔である「こども家庭庁」

が設置され、直接の所管以外についても他省庁への勧告権を持つ担当大臣が置かれる。 

 筆者は、2022 年 7 月の参議院選挙で 2 期目の任期を頂き、8 月の内閣改造でこども政策

担当の内閣府大臣政務官を拝命し、2023 年 4 月の「こども家庭庁」設置に向けて準備を進

めている。永年の省庁の縦割りを打破し、期待された役割を十二分に発揮する省庁となるよ

う取り組んで参る所存である。 


